









































コンピタンス理論、Resource Based View（資源ベース論、以下 RBV と称する）が
提唱された時期。











発、多角化の 4 つに分類した。X 軸に販売する製品・サービスが既存のものか新規のもの
かという評価軸を設け、Y 軸には製品・サービスを展開する市場が新規なのか既存なのか
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という評価軸を設けることで、成長戦略を 4 象限に分類した。多角化は “新規製品・サー
ビス ”かつ “ 新規市場 ”の象限に位置付けられている。
次に多角化戦略のメリットと誘因について言及する。一般的に、多角化戦略のメリット






























スコットは、企業の成長と発展について 3 段階から構成される “段階モデル ” が存在す
ることを発見し、多角化がもたらす事業部制構造の内面的変化を解き明かした。“ 段階モ








定し、4 つの戦略タイプに分類した。新たな測定方法では、多角化していない “ 単一製品
企業 ”、単一の事業と多少は多角化している事業から構成される “ 主力製品企業 ”、現在
の活動と技術的もしくは、市場的に関連性のある新分野へ拡張した事業構成の “関連製品







略タイプを 9 つに分類した。また、戦略タイプと業績の関連性に関して、9 つの戦略タイ
プのうち、本業・集約型に該当する戦略タイプ DC と関連・集約型に該当する戦略タイプ













































する。前節でも触れた戦略タイプ、そして多角化度指数（Diversity Index、以下 DI と称
する）である。2 つの指標に関する詳細な説明は次項にて行う。本節では、2005 年度と






1958 年から 1963 年にかけての 15 年間のうち、1958 年、1963 年、1968 年の 3 時点におい




















（Specialization Ratio、以下 SR と称する）、垂直比率（Vertical Ratio、以下 VR と称する）、
関連比率（Related Ratio、以下 RR と称する）である。SR とは、企業が持つ数ある事業の
中で 1 番売上高の大きい事業が総売上高の中で占める構成比を示す。例えば、企業 A が 3
つの事業を持ち、総売上高が 8 億円、事業 1 が 2 億円 5000 万円、事業 2 が 4 億円、事業
3 が 1 億 5000 万円だと仮定する。この場合の SR は、1 番売上高の大きい事業 2 の売上高
4 億円を、総売上高である 8 億円で割った数値であり、“0.5” という値が算出される。次
に、VR とは、垂直統合の関連性を持った単位事業群がある場合、その事業群の売上が総
売上高に占める構成比である。VR を計測する際の注意点として、垂直統合という関連の
事業群がない場合は、測定結果が “0” となる。なぜならば、VR は垂直統合の度合いを表
す指標であるため、垂直統合的な事業群を持たない場合には、垂直統合関連事業群の売上
高が “0” となり、“0” を総売上高で割るという式になるからだ。最後に、RR とは、技術も
しくは市場でなんらかの形でつながっている単位事業群がある場合、最大の売上規模の関
連事業群が総売上高に占める構成比を表す。RR も VR と同様に、関連事業群が存在しな
い場合、測定結果が “0” となる。また、D と R は集約型と拡散型に区別され、DC、DL、
RC、RL という 4 区分が存在する。集約型とは、事業間の技術的または市場的つながりが
強い場合に該当し、拡散型とは、つながりが弱い場合に該当する。











業の第 i 番目の事業の売上構成比を pi であらわす。この公式において、DI は “0” から





118 社を対象とし、2005 年度と 2015 年度時点における、戦略タイプの判定、DI の測定を
実施する（図表 2）。多角化測定を実施するにあたって、各企業の事業別売上高が必要と
なるため、調査対象企業各社の有価証券報告書を参考にした。
















た。そこで、代替策として、“ 日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）（平成 26 年 4 月
1 日施行）”の 3 ケタ分類を用い、単位事業の操作的定義とした。
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比較の結果、2005 年度と 2015 年度では、戦略タイプの分布に大きな違いがあることが
わかった。2005 年度では、6 社だった S 型企業が、2015 年では 12 社というように、6 社
増加していたことは、特出すべき変化である。同様に、V 型の企業数が 2015 年にかけて
6 社、DC 型の企業数が 8 社減少していることも重要な変化と考えられる。そして、高度







RL 型企業における DI 平均値の変化である。DI は、約 4.2 低下しており、多角化が縮小
していることが分かる。
以上戦略タイプ、DI という 2 つの測定結果から、日本企業の多角化傾向が減退してい
ることが判明した。では、なぜ 2005 年から 2015 年にかけて、多角化傾向が弱まってしま

































値の推移、戦略タイプの変化に関して、調査を実施した。まず、2005 年度と 2015 年度で









図表 4 では、産業ごとに DI が低下した企業、戦略タイプが非多角化の方向に変化した







ている。図表 4 の “DI 低下企業 ” の項目を見ると、16 の産業のうち、約 8 割の 13 の産業
の DI が低下していることが分かる。次に、“非多角化シフト（戦略タイプ）”に注目する
と、16 の産業のうち、約 7 割の 11 産業において戦略タイプの変更をした企業が存在する
ことが分かる。そして、“ 非多角化シフト（戦略タイプ＆ DI 低下）” においては、16 産






















ットである “ リスク分散 ” が効果を発揮していないのではないかという仮説」を立て、
2005 年度と 2015 年度のデータを用いて産業別の多角化傾向について分析した結果、上記
のような結論が導かれた。
5─2　本研究の課題と展望











  1） 吉原他（1981）p. 9
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